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１ 控訴審の結審にあたり、最高裁二判決を受けて控訴人の主張の要旨を述べます。 

 

２ 最高裁二判決が示した労契法２０条の有期契約労働者と無期契約労働者の労働条件の

相違の不合理性の判断過程は次のとおりです。  

    ① 個々の労働条件ごとに，何のために（何に対して）支給されるものか、その趣旨・

目的を具体的、詳細に検討する 

    ② 個々の労働条件の趣旨・目的に応じて，考慮すべき事情（「職務の内容」「職務の内

容及び配置の変更の範囲」「その他事情」）を考慮し，その趣旨・性質が無期契約労働者と有

期契約労働者に同様に及ぶものか否かを検討する 

    ③ 有期契約労働者にも同様に及ぶとすれば同じ待遇（均等待遇）が求められ，及ばな

いとしてもその相違に応じた待遇（均衡待遇）が求められる。 

    というものです。 

  この点、廃止予定の労契法２０条を受けて２０２０年４月１日（中小事業主は２０２１年

４月１日）に施行されるパートタイム・有期雇用労働法８条も、問題とする「待遇」ごとに

それに対応する通常の労働者の「待遇」を対比すると規定しています。 

 

３ 原判決の最大の問題は、個々の労働条件の趣旨・目的について、被控訴人も主張立証し

ていない事実を証拠に基づかず認定し、「長期雇用のインセンティブ」という抽象的な理由

を付け加え、全ての労働条件の相違の不合理性を否定したことです。 

   この点、被控訴人は、原審では「期間の定めがあることによる」相違に該当しないとい

う立場から趣旨・目的を詳しく述べなかったと弁解していますが、説得力がありません。ま

た、被控訴人は、当審において、原審においては主張していなかった賃金（基本給）、賞与、

休暇・手当等の待遇の趣旨をあれこれ主張していますが、後付けというほかなく、また、実

態にも合致していません。個々の労働条件の趣旨は、実態に基づき施行通達やガイドライン



等をも参考に認定されるべきものです。 

 

４ まず、賃金、賞与以外の各休暇・手当についてですが、その趣旨・目的は、実態からす

ると、夏期特別休暇は、夏期における心身の疲労の回復、健康の維持増進､家庭生活の充実

を図り、職員の日常の労働をねぎらうものであり、私傷病期間の給与支給や休職給は、私傷

病により就労ができなくなった職員の生活保障であり、附属病院での医療費補助は、職員の

健康安全管理の福利厚生という趣旨であり、「職務の内容」や「職務の内容及び配置の変更

の範囲」を問うまでもなく、（フルタイムの）アルバイト職員にもその趣旨は及ぶものです。

そして、その相違の不合理性を妨げるその他の具体的な事情も存在しないのですから、正職

員にはかかる待遇を与え、（フルタイムの）アルバイト職員に全く与えないことは不合理と

いうほかありません。 

 

５ 次に、賃金（基本給）、賞与の相違です。 

   ここで申し上げたいのは、一部の休暇や諸手当の相違の是正にとどまっていては、労契

法２０条の目指した有期雇用労働者と無期雇用労働者の労働条件の格差是正の実現にはほ

ど遠いということです。本件や来年２月２０日東京高裁で判決言渡し予定のメトロコマー

ス事件は、賃金（基本給）、賞与も含めて相違の不合理性を本格的に争うものであり、その

帰趨は有期雇用労働者の公正な処遇実現にとって大きな意味を持つものです。 

    ここで重要となるのが、比較対象者の問題です。 

  賃金（基本給）についていうと、その趣旨・目的は職務遂行の対価ですから、「職務の内

容」が考慮要素となるところ、労働者側が職務内容が同一である基礎系教室の正職員秘書を

比較対象者として選定するのは極めて自然かつ合理的であり、労契法２０条の論理構造や

労働者側が選定した正職員を比較対象者とした最高裁二判決にも沿うものです。そして、本

件では「職務の内容」や「職務の内容及び配置の変更の範囲」に違いがなく、正職員等登用

制度等も不合理性を否定する事情とはならず、基礎系教室の正職員秘書と対比して基本給

が４３～４４％にすぎないという相違は、不合理なものと言わざるを得ないのです。 

   また、賞与については、本件における支給実態は、個々の労働者の職務内容や職務遂行

状況に関係なく、一律２．１か月＋α、２．５か月＋αとして支給されています。ですから、

本件においては、「賞与算定期間に被控訴人に在籍し就労したことに対する対価や生活保障」

が趣旨・目的であって、「職務の内容」や「職務の内容及び配置の変更の範囲」とは関連性

がありません。仮に「就労したことの対価」、あるいは「賃金の後払い」という側面から「職

務の内容」を問題とするとしても、控訴人は基礎系教室の正職員秘書と同一の職務内容に従

事しているのです。にもかかわらず、控訴人に賞与を全く支給しないという相違は、基本給

を関連させても、年収において、基礎系教室の正職員秘書の３１～３２%、平成２５年度新

規採用正職員との対比でさえ約半分の５５％となることは、不合理であることは明らかで

す。 



 

５ 最後に、最高裁二判決の理解や射程について、当事者間で争いがあります。 

   最高裁判決は、学説やその後の判例の積み重ねでその理解や射程が定まっていくもので

す。その意味で、最高裁判決後に下される本件の高裁判決は極めて重要な判決になります。 

   裁判官におかれては、無期契約労働者と有期契約労働者の格差是正と公正な処遇実現と

いう労契法２０条の趣旨と時代の要請、そして何より控訴審まで闘い続けた控訴人松浦さ

んの格差是正に向けての切実な願いを踏まえた判決を切にお願いする次第です。 

                                                                    以 上 


